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平 成 ２ ４ 年 度 予 算 の あ ら ま し 

 

平成２４年度那珂川町一般会計予算は、７，４９４，０２８千円となり、前年度予算に

対し、５０５，９７２千円の減（６．３％減）となった。昨年の大震災を踏まえ、地域防

災計画の策定や消防施設整備事業の充実のほか、町道改良舗装事業や雇用対策事業、地域

活動まちづくり事業等の補助事業導入などで増額となったものの、子ども手当支給事業の

制度改正や、介護福祉施設整備事業、林業・木材産業構造改革事業、屋外拡声装置整備事

業などの大きな事業が終了したために、前年度に対し減額となった。 

特別会計は、ケーブルテレビ事業、国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険、下水道

事業、農業集落排水事業及び簡易水道事業の７会計であり、これら特別会計の予算総額は、

４，７３０，０００千円となり、前年度予算に対し、３０１，０００千円の増（６．８％

増）となった。 

ケーブルテレビ事業特別会計予算は、３５５，０００千円で、本年度より指定管理者制

度を導入し、番組制作や施設の管理、運営業務を委託することとした。これにより前年度

予算に対し、１５，０００千円の減（４．１％減）となった。 

国民健康保険特別会計予算は、２，１８０，０００千円で、保険給付費、後期高齢者支

援金、介護納付金等が増額となったことから、前年度予算に対し、１２７，０００千円の

増（６．２％増）となった。 

後期高齢者医療特別会計予算は、１９４，０００千円で、後期高齢者医療広域連合への

納付金が主なもので、前年度予算に対し２１，０００千円の増（１２．１％増）となった。 

介護保険特別会計予算は、１，４３４，０００千円で、保険給付費が増額となったこと

から、前年度予算に対し、１４４，０００千円の増（１１．２％増）となった。 

下水道事業特別会計予算は、３２９，０００千円で、処理施設の維持管理費のほか、馬

頭地区の管渠工事を実施するもので、前年度予算に対し、８，０００千円の増（２．５％

増）となった。 

農業集落排水事業特別会計予算は、４７，０００千円で、処理施設の維持管理費が主な

もので、前年度予算に対し、１，０００千円の増（２．２％増）となった。 

簡易水道事業特別会計予算は、１９１，０００千円で、配水管布設替工事費、水源確保

事業費、維持管理費など、前年度予算に対し、１５，０００千円の増（８．５％増）とな

った。 

水道事業会計予算は、５３６，３７２千円で、配水管布設替工事費、水源確保事業費、

維持管理費等を見込み、前年度予算に対し、８７，６１２千円の増（１９．５％増）とな

った。 

これにより、一般会計及び各特別会計並びに企業会計の予算総額は、１２，７６０，４

００千円となり、前年度予算と比較して、１１７，３６０千円の増（０．９％減）となっ

た。 
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一般会計における歳入の財源内訳、歳出の性質別内訳は、次のとおりとなった。 

 

●歳入内訳 

区  分 予  算  額 構 成 比 対前年度比 

自 主 財 源 ２，８１８，１８０千円 ３７．６％ ３．３％減 

依 存 財 源 ４，６７５，８４８千円 ６２．４％ ８．１％減 

 

●歳出内訳 

区  分 予  算  額 構 成 比 対前年度比 

投 資 的 経 費 ３８５，７８９千円 ５．１％ ４１．１％減 

消 費 的 経 費 ４，７７９，７２０千円 ６３．８％ ５．６％減 

その他の経費 ２，３２８，５１９千円 ３１．１％ ２．１％増 

 

歳入の構造は、自主財源において、町税は横ばいになったものの、使用料及び手数料、

財産収入、諸収入など減少傾向であり、その他の自主財源は、財政調整基金、地域振興基

金等の基金繰入金を充て、２，８１８，１８０千円（対前年度比：９６，２４７千円減、

３．３％減）となった。自主財源の確保については、町税において、より一層の課税客体

の的確な把握に努めるとともに、徴収事務を積極的に推進することとした。依存財源につ

いては、交付金や、国県支出金が減少するなか、普通地方交付税は合併特例１０年間の経

過後を想定し一本算定と同等額を計上し、町債は、充当事業の厳選に努めるとともに、将

来の財政負担に支障がないような過疎対策事業債や合併特例事業債などの有利なものを

活用することとした。また、財源補てんに充当する臨時財政対策債については、国の平成

２４年度地方財政計画を踏まえて、前年同額の３００，０００千円を計上した。この結果、

依存財源は、４，６７５，８４８千円（対前年度比：４０９，７２５千円減、８．１％減）

となった。 

歳出については、行財政改革の本旨を念頭に「選択と集中への転換」を図り、財政の健

全化の確保に配意しながらも、総合振興計画の具現化に向けた事業を導入し、魅力ある地

域社会の形成を進めるため、多様化する各種事務事業への対応を図ることとした。また、

各事業において景気・雇用対策に配慮しながら地域振興に重点を置き予算措置した。 


